第３章　人口
概況
　昭和45年国勢調査をもとにして推計した大阪府の人口は、昭和49年１月中に810万人となり、同年10月１日現在で818万4,929人となった。この１年間の増加数は11万6,689人、増加率は1.45パーセントで戦後最低の昨年（増加数12万7,715人・増加率1.61パーセント）を更に下回った。
　これは、昨年マイナスに転じた社会増加数が昨年を上回るマイナスを示し、依然として高水準を保っているとはいえ、自然増加数も昨年をかなり下回ったためである。しかし48年から49年の増加率は、それ以前の４年間に比べ、その減少傾向にわずかながら緩和がみられた。これは、昭和46年の14万人をピークにわずかながら下降しはじめた自然増加が、49年になって一層強い下降を示したにもかかわらず、社会増加が43年以来の社会増加率の逓減傾向に衰えがみられたためである。
転入と転出
　住民基本台帳による日本人の人口移動をみると、昭和48年中の大阪府への転入者数は33万1,890人で、神奈川県の37万人、東京都の34万人についで依然として全国第３位を保っているものの、昭和36年以来最低の転入者数となっている。一方大阪府からの転出者数は、35万8,543人で東京都の80万人についで多く、ついに２万6,653人の転出超過となり、49年には転入者数が30万人を割って転出超過は２万8,769人と更に大きくなった。
人口の地域的分布
　大阪市の人口は昭和48年から49年に３万9,872人減少し，49年10月１日現在で280万2,065人となった。その他の地域では泉州地域を除く各地域で人口増加の鈍化がみられた。地域別人口は東大阪地域191万5,262人（対前年増加率2.15パーセント）,北大阪地域149万2,556人（同3.11パーセント）,泉州地域145万8,624人（同3.92パーセント）,南河内地域51万6,422人（同3.21パーセント）である。
出生と死亡
　昭和49年中の出生数は16万5,560人で出生率（人口千人対）は20.7となり、46年の23.0をピークに47年22.6、48年22.1と漸減傾向にある。
　一方死亡者数は４万1,675人と前年を319人上回り、死亡率（人口千人対）は5.2となった。
年齢構造
　昭和45年国勢調査結果から年齢別人口をみると、0歳から14歳の年少人口は、182万583人、15歳から64歳の生産年齢人口は540万6,092人、65歳以上の老年人口は39万3,805人であり、総人口に対する割合は年少人口23.9パーセント、生産年齢人口70.9パーセント、老年人口5.2パーセントである。
　年少人口割合は昭和25年（32.2パーセント）以後急激に低下してきたが、昭和40年を底として上昇に転じた。これはこれまでの流入若年層による出生数が増大したことによるものである。また、昭和25年（64.1パーセント）以後増大してきた生産年齢人口割合は逆に昭和40年（72.5パーセント）をピークとして縮小した。これは高度成長期を通じて大量に流入した新規学卒者が、昭和40年代に入って鈍ってきたことなどによるものである。一方、老年人口割合は死亡率の低下にともない着実に大きくなっている。この老年人口39万人は昭和25年に比較して2,8倍と増加したのに対して、同期間の生産年齢人口は2.2倍、年少人口は1.5倍にすぎない。
労働力人口
　おなじく昭和45年国勢調査結果から労働力状態をみると、15歳以上579万9,897人のうち、労働力人口（就業者と失業者を足す）は374万1,538人で労働力率は64,5パーセントである。男子の労働力率87.0パーセントに対し、女子は42.1パーセントであり、その率を昭和40年に比較すると男子は上昇（40年同86.1パーセント）し女子はやや低下（40年同42.3パーセント）している。
　産業別就業者をみると、第１次産業が７万8,947人（就業者総数の2.1パーセント）、第２次産業が170万2,384人（同46.3パーセント）､第３次産業189万4,664人（同51.5パーセント）となって第３次産業就業者が50パーセントを越えたのがめだっている。男女別には男子の第２次産業が第３次産業に６万人の差をつけて多いのに対して、女子では第３次産業が第２次産業に25万人の差をつけて優位に立っている。
昼間人口と流動人口
　昭和45年10月１日現在における大阪府の昼間人口は796万3,932人、夜間人口に対する割合は、104.5となっている。これは、近畿周辺府県からの流入人口48万5,834人と大阪府からの流出人口14万2,382人との差34万3,452人を夜間人口に加えたもので、40年とくらべると100万2,827人の増加となっている。
　流入人口を府県別にみると、兵庫県が27万７千人で最も多く、奈良県10万３千人、京都府６万３千人とつづいている。
　一方、流出人口では、兵庫県が７万４千人とやはり最高であるが、つづいて京都府４万４千人、奈良県１万１千人と流入人口とは順序が逆になっている。
